（様式１）
令和　　年　　月　　日　
北播磨県民局長　上 田  賢 一 様
播磨中央公園サイクルステーション運営に関する社会実験業務
公募型プロポーザル参加申込書
　　　　　　　　　法人・団体等名称：
　　　　　　　　　　　　　代表者名： 　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　所 在 地：
兵庫県が実施する「播磨中央公園サイクルステーション運営に関する社会実験業務」について、下記のとおり関係書類を添付して応募します。
添付書類　
　　(1) 提案書（様式２）
　　(2) 経費見積書（様式３）
　　(3) 法人等に関する調書（様式４）
　　(4) 配置予定技術者の資格名、経歴（様式任意）
　 （5）誓約書（様式５、６）
　 （6）添付図書
　　　①会社案内等応募者の概要を説明する書類（パンフレット等）
　　　②定款又は寄附行為
　　　
（様式２）
播磨中央公園サイクルステーション運営に関する社会実験業務
公募型プロポーザル提案書
１　応募者の概要
	法人・団体等名称
	

	所在地
	

	現在の事業内容
	

	本業務と関連する実績
（ある場合のみ）
	


２　業務実施方針
　　業務を行う上での基本的な考え方や方針（レンタル自転車の貸出料金の設定含む）を記載してください。
　
　
　
　
　
３　業務実施体制

　　業務を実施する際の運営体制について、土日祝日と平日の別にそれぞれ、組織体制やスタッフの配置計画・業務分担について記載してください。
(1)土日祝日
　　　
〈組織体制〉
〈スタッフ配置計画（人数、資格・経験・能力等）及び業務分担〉
　(2) 平日
　　　　
〈組織体制〉
〈スタッフ配置計画（人数、資格・経験・能力等）及び業務分担〉
　　　

　　　
　　　
　(3) 事業者の日常的な業務拠点からサイクルステーションまでの距離、所要時間
　　　　距離　　　．　　ｋｍ　　　　　所要時間　　　　　　分
４　企画提案
「播磨中央公園サイクルステーションの運営に関する社会実験業務公募型プロポーザル仕様書」に基づき、北播磨地域のサイクルツーリズムとの連携方策検討のために取り組むこと（イベント等）や利用者のサポートにかかる工夫について提案してください。
※ 必要に応じて図や表を作成するなど、分かりやすく記載してください。

	


（様式３）
経　費　見　積　書
	費目
	金額
	備考

	
	
	


（様式４）
法 人 等 に 関 す る 調 書
	法人・団体等名称
	

	所在地
	

	電話番号／ＦＡＸ番号
	

	代表者
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話番号／ＦＡＸ番号
	

	設立年月日
	

	資本金
	

	従業員数
	

	法人等の目的
	

	主な活動内容
	

	法人等の財務規模
	前年度決算
今年度決算


	担当者
連絡先
	氏名
	

	
	住所
	

	
	電話番号／ＦＡＸ番号
	

	
	e-mail
	


様式第５号

誓　約　書
令和　　年　　月　　日
北播磨県民局長　上 田  賢 一
（申請者）
事業者の名称
代表者の職・氏名　　　　　              印
兵庫県暴力団排除条例（平成２２年条例第３５号（以下「条例」という。））を遵守し、暴力団排除に協力するため、下記のとおり誓約します。
記
１　 条例第２条第１項に規定する暴力団、又は第３号に規定する暴力団員に該当しないこと。
２　 兵庫県暴力団排除条例施行規則（平成２３年公安委員会規則第２号）第２条各号に規定する暴力団及び暴力団員と密接な関係を有する者に該当しないこと。
３　　契約の履行に係る業務の一部を第三者に行わせようとする場合にあっては、前二項に該当する者をその受託者としないこと。
様式第６号

誓　約　書
令和　　年　　月　　日
北播磨県民局長　上 田  賢 一
（申請者）
事業者の名称
代表者の職・氏名　　　　　              印
本契約に基づく業務に従事する労働者の適正な労働条件を確保するため、下記の事項を誓約します。
記
１　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対し最低賃金額以上の賃金の支払を行うこと、及び労働関係法令を遵守すること。
２　 本契約に基づく業務に関わっている労働者に対する賃金の支払について次に該当するときは、速やかに県へ報告を行うこと。
ア　県から最低賃金額以上の賃金の支払を行うよう指導を受けその報告を求められたとき。
イ　労働基準監督署から最低賃金法の違反について行政指導を受けたとき。
ウ　労働基準監督署に上記イの是正の報告を行ったとき。
３　 本契約に基づく業務において､次のいずれかに該当するときに県が行う本契約の解除、違約金の請求その他県が行う一切の措置について異議を唱えないこと。
ア　県に対し、上記(2)の報告をせず、又は虚偽の報告をしたとき。
イ　最低賃金法第４条第１項の規定に違反したとして、検察官に送致されたとき。
４　本契約に基づく業務の一部を他の者に行わせようとする場合及び派遣労働者を関わらせようとする場合にあっては、最低賃金金額以上の賃金の支払い及び労働関係法令の遵守を誓約した者を受託者とし、受託者が労働関係法令を遵守していないと認めるときは、当該受託者に対し、指導その他の労働者の適性な労働条件を確保するために必要な措置を講ずること。
